
仕事内容　担当調査区世帯への訪問、調査の説明、調査票の配布・回収等
任用期間　令和７年８月下旬～ 10月下旬
報　　酬　４～８万円程度　※担当調査区の数等により変動
※詳しい内容は町ホームページでご覧いただくか企画情報課まで
　お問合せ下さい。

問合せ先　企画情報課　℡３６６・７１１２

申込フォーム町ホームページ

２０２５年　国勢調査の調査員募集！

町職員の給与などの公表

（表記のない場合は、令和６年４月１日現在）
問合せ先　総務課　℡３６６・７１１３

■ 経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

■ 職員の平均給料月額・平均年齢の状況

■ 期末手当及び勤勉手当並びに退職手当の状況

一般行政職
技能労務職

平均給料月額 平均年齢

※個人情報保護の観点から、対象職員数が２人以下の場合はアスタリスク(＊)で表示しています。

■ 特別職の報酬等の状況

６月期
12月期
計

2.25月分
2.25月分
4.50月分

区　分 期末手当報酬月額等(円)
840,000
651,000
570,000
327,000
260,000
240,000
230,000

条例に基づき給料月額等の
20％の加算措置があります。

６月期
12月期
計

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度

期末手当
勤勉手当

退職手当

期末手当

自己都合

1.225月分
1.225月分
2.45月分

19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.709月分

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。構成比については、四捨五入のために合計が100％にならない場合があ
ります。

10年
大学卒
短大卒
高校卒

経験年数

一般行政職

■ 人件費の状況

※人件費には、町長等特別職及び職員の給与並びに議員等の報酬のほか、市
町村職員共済組合負担金等を含みます。

(令和５年度一般会計決算額)
歳出額 Ａ

7,283,207千円
実質収支

271,086千円
人件費 Ｂ

1,491,914千円
人件費率 Ｂ/Ａ
20.5%

■ 一般行政職の級別職員数の状況 （単位：人）

職員数(人)
構成比(％)

標準的な
職務内容

区　　分

５
8.1

主事補
技師補

1　級

15
24.2

主　事
技　師

２　級

18
29.0

主　任

３　級

３
4.8

係　長
主　査

４　級

７
11.3

課長補佐
主　幹

５　級

14
22.6

課長・主監
上席主監

６　級

参　事

０
0.0

７　級 計

62

※職員数には、教育長を含みません。

各年４月１日現在

（令和５年度）

（単位：人）
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部　　門

令和6年 令和5年
職　員　数区　分

部　門 増減数
対前年
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総 務 企 画
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農 林 水 産

土 木
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衛 生

小 計
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診療その他

小 計
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６
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２
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０

０
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０
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０

０
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△１
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（単位：人）
定 年区 分 早 期 普通他 合 計

議会関係
総務関係
民生関係
衛生関係
土木関係
教育関係
事業関係
合　　計

1

1
1
1
4

1
1
1
3

6

2
1
2
4
1
10

（単位：人）
職　種 採用者数
事務職

保育士・幼稚園教諭
教諭(割愛採用)
合　計

3
1
1
5

■ 部門別職員数の状況

■ 職員の退職状況

※職員の採用は、地域主権改革に伴う権
限の委譲や今後の退職者数などを考
慮して行っています。

■ 職員の採用状況

勤勉手当

定年・勧奨

1.025月分
1.025月分
2.05月分

24.586875月分
33.27075月分
47.709月分
47.709月分

271,500円
―

232,000円

15年
286,500円

―
―

20年
322,300円

―
―

25年
364,500円

―
―

30年
396,700円

―
―

35年
409,500円

―
＊
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負　　担　　金　　等令 和 ５ 年 度

(１)健康管理事業の状況

■ 勤務時間
１日の勤務時間は、午前８時30分から午後５時
15分までで、週38時間45分勤務です。原則週休
２日制となっています。

■ 研修の状況
段階別研修や専門研修により、職務遂行能力の

向上に努めています。
＜職場内研修＞
•人事評価研修、ハラスメント研修、ロジカルシ
ンキング研修等

＜職場外研修＞主として三重県市町総合事務組合
が主催する研修に、役職や経験年数、専門分野等
に応じて参加しています。
•階層別研修、契約事務基礎研修、法制執務研修等

■ 福祉及び利益の保護の状況

(２)一般財団法人三重県市町職員互助会への負担金等の状況

一般財団法人三重県市町職員互助会事業の状況

1,847千円

事業の内容

事業の内容

事　業　名

(３)その他の福利厚生事業

人間ドック、がん検診、インフルエンザワクチン
接種費用の助成

■ 休暇制度

年次有給休暇

病 気 休 暇

特 別 休 暇

介 護 休 暇

１年(暦年)あたり20日間与えられます。残日数がある場合は、20日を限度として翌年に繰り越す
ことができます。

病気療養に必要な期間（90日以内）について有給の休暇となります。

同居の家族の介護が必要な期間（合計６月以内）について無給の休暇となります。

特定の事由に基づいて有給の休暇が認められます。結婚休暇、忌引休暇、産前休暇、産後休暇、夏季
休暇などです。

扶
養
手
当

住
居
手
当
通
勤
手
当

ア 交通機関利用者 支給限度額　55,000円
イ 交通用具利用者 片道2㎞以上距離に応じて
 支給限度額　31,600円

ア 配偶者 6,500円
イ 子 10,000円
ウ 配偶者・子以外の扶養親族１人につき 6,500円
エ 特定扶養加算(16歳以上22歳までの子1人につき) 5,000円

ア 借家、借間居住者 16,000円を超える額
 ただし最高支給限度額　28,000円
イ 自宅居住者 3,400円

1,708千円

事業の内容

■ 扶養手当、住居手当及び通勤手当の状況

事業の名称

職員の一般的な健康状態を把握し、保健指導を実施しています。

有害な業務に常時従事する職員に業務上疾病が発生するのを予防することを目的に実施しています。

各種がん検診等の健康診断や、メンタルヘルス不調の未然防止のためストレスチェックを実施しています。

健康管理事業の決算額

法律相談、入院見舞金及び職場研修等の助成

地域振興助成、防災支援助成

一般健康診断

特殊健康診断

その他健康診断

令 和 ５ 年 度

福利厚生事業

公　益　事　業

※職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

町　長
副町長
教育長
議　長
副議長
委員長
議　員

308,700円
＊

40.4歳
＊
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